
（法第 28 条第 1 項関係「前事業年度の事業報告書」） 

 

令和３年 事 業 報 告 書  

 令和 3 年 2 月 1 日から 令和 4 年 3 月 31 日まで  

 

特定非営利活動法人 chieds 

１ 事業の成果 

chieds 設立１年目となる今年度は、新型コロナウィルス感染症拡大により、安全対策を最優先に掲

げつつ、chieds としての活動を模索しながら活動を進めた 1 年であった。様々なイベントがやむな

く中止となる中、主に里親制度普及啓発・リクルート事業に軸を置き実績を残しながら、「乳幼児短

期緊急里親受託事業」というこれまでなかった新しい取り組みを、モデル事業としてここ大分で６

月から開始、受託実績もあげることができた。 

また同様に、「養育里親を広く知ってもらう」ことを目的に「ひらけ！里親プロジェクト」を福岡市・

大分県の共同プロジェクトとして実施し、日本で初めての「養育里親」プロモーションとしてテレ

ビＣＭ含む大々的な広報活動を行った。 

 

【新型コロナウィルス感染予防対策】 

・理事会・担当者会議をオンライン会議にて開催 

・お茶会における感染予防対策グッズの活用 

消毒用アルコール・フェイスシールド・アクリルパーティション・広い会場の選定等 

・面談の際のアクリルパーティション・マスク着用呼びかけ 

・事務所・イベント会場での換気の徹底 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載した

事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の

実施日時 

(B)当該事業の

実施場所 

(C)従事者の人

数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)人数 

事業費の金額

（単位:千円） 

(1)里親制度

促進のため

のフォスタ

リング事業 

 

(Ⅰ)里親制度等普及啓発・リクルー

ト事業 

フォスタリング機関として実績のあ

る特定非営利活動法人キーアセット

からコンサルテーションを受け、委

託可能で児童相談所と協働関係が築

ける新規里親家庭のリクルート活動

を実施し、新規里親登録家庭 11 件を

獲得。 

① 広報配布物・普及啓発物品の作成 

県からの受託事業である旨を記載

したフライヤー・パンフレット・

ブックレット等の啓発物を作成

し、掲示及び配布を行った。 

県内全域対象配布・約 26 万部 

(A)R3年 4月～

R4 年 3 月 

(B)大分県全域 

(C)6 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(D)大分県民 

 

(E)不特定多数 

21,065 



② 啓発イベントの開催 

社会的関心を高める広報啓発から

里親希望者をつかむための宣伝活

動を実施した。 

・大分トリニータ試合来場者への養育

里親啓発フライヤーを配布（8,000 部）

（R3.11.27 実施・大分スポーツ公園総

合競技場） 

・地域のフリーペーパーへの掲載 

10 回 

③ 里親制度説明会等の開催 

県主催の制度説明会に対し、より身近

で気軽に集まれる小規模な制度説明

の場として chieds 主催の「お茶会」

を実施した。 

・お茶会実施 14 回 26 人来場 

（R3.5 月～9 月） 

 

（Ⅱ）里親研修・トレーニング事業 

厚労省の定める内容に基づき、新規養

育里親登録希望者に対し、社会的養護

や里親養育への理解を深める研修を

実施。県及び管轄児童相談所と協議の

上で実施した。 

 認定前研修  ２０回実施 

  

（Ⅲ）里親委託の推進事業 

里親支援の関係機関との連携を図る

ため、大分県社会的養育職員等合同研

修会や審議会への参加など、支援が一

体的に行われる体制を目指すべく、積

極的に参加した。 

 研修参加  ３回 

 審議会参加 ３回 

研修は④⑤を加えると３回＋３回 

① 令和３年度フォスタリング機関職

員研修 

② 自治体モデルプロジェクト助成対

象向け研修 

③ 大分県社会的養育職員等合同研修

会 

④ 大分県里親委託等推進委員会 

⑤ 大分県社会的養育連絡協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2)里親会 

による相互 

交流支援事 

業 

新型コロナウィルス感染症の影響に 

より、予定していた里親会との交流の 

場が延期、見合わせとなった。 

本事業年度は

実施せず 

本事業年度は 

実施せず 

0 

(3)児童保護 

による親子 

分離予防及 

び家族再統 

合支援事業 

・新型コロナウィルスの影響による海 

外渡航自粛のため、予定された 8 月の 

現地視察を見合わせ、渡航が可能な時 

期に再調整予定。 

 

・東京医科歯科大学の山岡祐衣先生と 

大分県の実情に合わせたプログラム 

作成、利用者本人の援助希求による予 

防サービスの仕組みづくりについて 

Zoom 等にて打ち合わせを重ねている。 

（4 回） 

 

 

 

 

(A) 

R3年 10月 6日

R4年 1月 14日

R4年 2月 18日 

(B) 

zoom によるリ

モート、グラン

ドトウキョウ

サウスタワー 

 

(C)6 名 

 

プログラム作

成段階のため

未定 

 

 

2,341 

 

 

(4)その他、 

児童福祉法 

の「家庭養育 

優先原則」の 

具現化に係 

る事業 

① 乳幼児短期緊急里親受託環境調整 

R3年 6月に 5家庭の乳幼児短期緊急里

親として弊法人と契約を締結。児童相

談所からの委託打診にいつ何時であ

っても 2 時間以内に応じることを条件

に、待機料を毎月 10 万円、それぞれ

の家庭へ支払うことで、緊急時の万全

の受け入れ体制を構築。全国的にも画

期的なモデル事業として、R4 年 3 月現

在 23 ケースの受託実績。 

 

 

 

 

② 「ひらけ！里親プロジェクト」 

R4 年 3 月と 5 月に福岡市・大分県が日

本財団の助成を受け、養育里親を広く

知ってもらうためのプロジェクトを

実施。TVCM、街頭広告、特設サイトを

使った大規模な告知キャンペーンを

春休みと GW に合わせ、2 回行った。 

 

 

(A)R3年 6月～

R4 年 3 月 

 

(B)大分県で契

約された里親

家庭の地域 

 

(C)8 名（職員 3

名＋契約里親

５名） 

 

 

 

 

(A)R4年 3月/5

月の 2 回 

(B)TV・街頭広

告・特設サイト 

(C)法人全職員

他、関係機関＋

企業の職員（不

特定多数） 

(D)乳幼児短期

緊急里親受託

として児童相

談所から委託

される子ども 

 

 

(E)のべ 35 名 

 

 

 

 

 

 

(D)大分県民不

特定多数 

（TVCM や交通

広告など） 

(E)不特定多数 

31,175 
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